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　1961 年4）から 2011 年 3 月 31 日までに返還さ
れた駐留軍用地の面積は 12,364.2 ha である5）．公
共事業により整備されたものが返還面積全体の













れ，その面積は 3,883.7 ha である．上述の①公共
の利用と②個人，企業の利用の他に，③自然環境
保全林などの保全地として利用されているの 








































町の総面積は 13.78 km2 と県内 41 市町村の中で
35 番目の規模であるが，人口は近年，増加傾向
にあり，2016 年 11 月の時点で 29,188 人（町役場
の資料）となり，県内で 15 番目，人口密度は 1,979
人 / km2 と県内 9 番目に位置する．産業構造につ
いては，2017 年 3 月の時点で第 1 次産業が 0.7％
（内訳として漁業従事者約 20 人，農業約 40 人），
第 2 次産業は 14.1％でほとんどが建設業となって





































生産誘発額 2.9 億円 / 年，所得誘発額 0.9 億円 / 年，





誘発額 54.8 億円 / 年，所得誘発額 16.8 億円 / 年，
税収額 6.2 億円 / 年である．那覇空軍・海軍補助
施設は返還前，年間直接経済効果が総額 34.2 億
円および経済波及効果，つまり生産誘発額 29.0
億円 / 年，所得誘発額 8.9 億円 / 年，税収額 3.5




場とハンビー飛行場の合計 65.4 ha を 1 ha で換算

























第 1 表　基地の年間収入総額および 1 ha あたりの総額








































　1981 年から 1987 年にかけて，北谷町が実施事
業者となってメイモスカラー射撃訓練場に隣接す
る公有水面を埋め立て（49 ha），その後 1994 年






区 49 ha のおよそ半分が陸上競技場や野球場，公
園，学校施設，ビーチなどという公共施設と公共















































































































されるよう取り計らった16）．第 2 表は 1997 年か
ら 2000 年にかけての立地企業を示すものである．
本社の所在地に注目すると，アメリカンビレッジ
第 2 表　1997～2000 年美浜アメリカンビレッジ地区の立地企業




那覇市 15 億 9,767 万円 5,620 m2 1997
2 ㈱メイクマン 商業施設 浦添市 2 億 4,950 万円 5,492 m2 1998
3 ㈱神元コーポレーション 商業施設 那覇市 ― 2,101 m2 1998
4 ㈱奥原商事 商業施設 北谷町 5,200 万円 4,162 m2 1998
5 ㈱北谷シーサイドリゾート 商業施設 北谷町 ― 8,951 m2 1998
6 ㈱アジマァ 商業施設 北谷町 5,000 万円 952 m2 1998
7 ㈱北谷町物産公社 商業施設 南風原町 3 億 6,000 万円 40,415 m2 1998
8 ㈱アメリカヤインターナショナル 商業施設 読谷村 1,000 万円 2,366 m2 1999
9 国（社会保険庁） 保養施設 東京都 ― 5,410 m2 2000
10 ㈱メイクマン開発 商業施設 浦添市 2 億 4,950 万円 4,849 m2 2000




東京都 267 億 9,700 万円 1,520 m2 2000



























ジ地区には 23 社の企業が進出している．第 3 表
でそれらの本社所在地を確認すると，県内企業が
20 社，そのうち北谷町地元企業が 10 社を占めて
第 3 表　2017 年美浜アメリカンビレッジ地区の立地企業
No. 企　　業　　名 用　　途 本　社 資本金 進出年
1 ㈱イオン琉球 商業施設 南風原町 3 億 6,000 万円 1998
2 ㈱奥原商事 商業施設 北谷町 5,200 万円 1998
3 ㈱メイクマン 商業施設 浦添市 2 億 4,950 万円 1998
4 ㈱北谷シーサイドリゾート 商業施設 北谷町 ― 1998
5 ㈱アメリカヤインターナショナル 商業施設 読谷村 1,000 万円 1999
6 ㈱アジマァ 商業施設 北谷町 5,000 万円 1998
7 ㈱メイクマン開発 商業施設 浦添市 2 億 4,950 万円 2000
8 ㈱ベルシステム 24 事務所（コールセンター） 東京都 267 億 9,700 万円 2000
9 ㈲グルメ館 商業施設 うるま市 ― 2000
10 ㈱シュアラスター 化学工業メーカー 東京都 8,000 万円 2002
11 ㈱共立メンテナンス 宿泊施設 東京都 76 億 5,400 万円 2004
12 ㈱ GLBB ジャパン 通信施設 北谷町 2,000 万円 2008
13 ㈱ツーオーツ 商業施設 那覇市 ― 2010
14 ㈱ Distortion.Inc. 商業施設 宜野湾市 ― 2010
15 ㈱デポアイランド 商業施設 北谷町 ― 2010
16 ㈱プロジェクトコア 商業施設 読谷村 500 万円 2010
17 ㈱美浜リアルエステート 商業施設 北谷町 5,200 万円 2012
18 ㈱オークイデア 商業施設 北谷町 ― 2015
19 ㈱託一 商業施設 那覇市 7,000 万円 2015
20 ㈱ Distortion,seaside 商業施設 北谷町 ― 2015
21 ㈱ MONPA　 宿泊施設 北谷町 4,900 万円 2015
22 ㈱ソフィア 宿泊施設 北谷町 9,960 万円 2016































る．第 4 表によると 2002 年以降，沖縄県の各市
















第 4 表　2002 年以降に沖縄県の各市町村に開業した主な商業施設
NO. 商 業 施 設 名 所在市町村 面積（m2） 開業年
1 サンエー那覇メインプレイス 那覇市 32,312 2002
2 沖縄アウトレットモールあしびなー 豊見城市 14,057 2002
3 イオン名護ショッピングセンター 名護市 17,532 2003
4 サンエー西原シティ 西原町 22,614 2003
5 イオン南風原ショッピングセンター 南風原町 26,046 2004
6 サンエーしおざきシティ 糸満市 14,000 2006
7 豊崎エアイフスタイルセンター TOMITON 豊見城市 11,421 2007
8 リビング・デザイン・スクエア・泡瀬 沖縄市 14,850 2008
9 サンエー経塚シティ 浦添市 18,621 2008
10 イーストベイステーションマリンプラザあがり浜 与那原町 14,876 2008
11 サンエー宜野湾コンベンションシティ 宜野湾市 16,112 2012
12 メイクマン浦添本店 浦添市 12,188 2013
13 イオンモール沖縄ライカム 北中城村 78,000 2015
出典　沖縄県商工労働部中小企業支援課（2015）『平成 26 年度買物動向調査の結果の概要』p. 13 を引用作成





















　第 5 表は 1994 年から 2014 年にかけての北谷町
第 5 図　2001～2014 年上位 10 市町村吸引力指数の推移
出典　沖縄県商工労働部中小企業支援課（2015）『平成 26 年度買物動向調査の結果の
概要』p. 9 をもとに筆者作成
第 5 表　1994～2014 年北谷町の小売業の変化
年
小　　　売　　　業
事業所数 従業者数 年間商品販売額 売場面積
　 （人） （百万円） （m2）
1994 298 1,852 31,227 37,206
1997 323 1,804 30,808 42,415
2004 405 2,936 41,923 78,309
2007 337 2,776 35,931 77,739
2014 215 2,034 32,427 51,469
1994-1997 年 3 年間の増減率 8.4％ －2.6％ －1.3％ 14.0％
1997-2004 年 7 年間の増減率 25.4％ 62.7％ 36.1％ 84.6％
2004-2007 年 3 年間の増減率 －16.8％ －5.4％ －14.3％ －0.7％
2007-2014 年 7 年間の増減率 －36.2％ －26.7％ －9.8％ －33.8％










































と，2004 年から 2007 年では 0.7％，2007 年から
2014 年では 33.8％減少した．このことから，美
浜アメリカンビレッジ地区では 2004 年を境に






























































2005 年に比べて 115 軒増えた．そして，サービ
ス業に関連する店舗は 149 軒にまで増え，小売業
の店舗は 122 軒，金融・保険は 10 軒，その他は
21 軒，不動産業は 1 軒へと増加した．特に，サー













のものは 2016 年になると，32 軒しか残っていな
い．2016 年のサービス業と小売業の総店舗数 271









美浜アメリカンビレッジ地区 73 807 9,774 26,137
北前土地区画整理地区 75 831 10,047 26,279
桑江土地区画整理地区 42 370 6,658 13,592
その他の地域 147 768 9,452 11,731
2007 年の合計 337 2,776 35,931 77,739
2014
美浜アメリカンビレッジ地区 44 549 7,197 14,913
北前土地区画整理地区 38 469 7,272 17,441
桑江土地区画整理地区 24 264 6,207 8,994
その他の地域 109 752 11,751 10,121
2014 年の合計 215 2,034 32,427 51,469
2014 年の 2007 年
からの増減率
美浜アメリカンビレッジ地区 －39.7％ －32.0％ －26.4％ －42.9％
北前土地区画整理地区 －49.3％ －43.6％ －27.6％ －33.6％
桑江土地区画整理地区 －42.9％ －28.6％ －6.8％ －33.8％




軒のうち，2005 年から存続するのが 32 軒で，そ
の他の 239 軒は 2005 年以降に新たにこの地域に
進出したものである．よって，2005 年以降，多
くの店舗が入れ替わったことが明らかである．そ
して，第 6 表と合わせて見ると，2007 年から
2014 年にかけて美浜アメリカンビレッジ地区の
小売業の売場面積は 26,137 m2 から 14,913 m2 へ
と 42.9％急減した．また，その事業所数も 73 軒
から 44 軒まで減った．しかし，第 7 表では，











類すると，第 6 図の結果を得た．第 6 図を見ると，
まず，どちらの年次においても飲食業に関連する
店舗が高い割合を占めているが，その店舗数は
2005 年の 56 軒から 2016 年では 94 軒に増え，お
よそ 1.7 倍増加した．次いで，高い割合を占める
生活関連・娯楽業に関連する店舗は 2005 年では
27 軒で，2016 年になると，48 軒にまで増加した．




年の 5 軒から 12 店舗増加して，2016 年には 17
軒になった．
　今まで見てきたように，2002 年以降に北谷町
第 6 図　2005 年と 2016 年に美浜アメリカンビレッジ地区の
サービス業の内訳の変化　　　　　　　　
出典　『ゼンリン住宅地図』「沖縄県北谷町」（2005. 03）pp. 32-78（2016. 03）
pp. 32-102 をもとに筆者作成
第 7 表　2005 年と 2016 年美浜アメリカンビレッジ地区の店舗業種の変化
年 サービス業 小売業 金融・保険 その他 不動産業 合　計
2005 83 82 6 17 0 188
2016 149 122 10 21 1 303
2016 年の対 2005 年増減率 79.5％ 48.8％ 66.7％ 23.5％ ― ―
出典　『ゼンリン住宅地図』「沖縄県北谷町」（2005. 03）pp. 32-78（2016. 03）pp. 32-102 をもとに筆者作成



























































　第 7 図は，北谷町におけるサービス業の 2001
年から 2014 年までのサービス業年間総生産額の
推移を表すグラフである．このグラフによると，





























































































































な目標の下に，2012 年から 2017 年にかけて，美
浜アメリカンビレッジ地区およびそれに隣接する
フィッシャリーナ地区で県外と国外資本による大
型宿泊施設 5 棟が建設され，そのうちの 4 施設が
すでに開業し，残る 1 施設が 2018 年開業を予定
している．このフィッシャリーナ地区で，すでに
開業しているリゾートホテルは 3 棟があるが，そ
























































































 4） アメリカ合衆国政府は 1961 年 10 月に大統領特別
補佐官のケイセンを代表とする調査団を沖縄に派遣




















第 1 次産業 1.6％，第 2 次産業 12.3％，第 3 次産業
85.9％

















1997 年 7 月から誘致した企業から順次開業し，
2004 年に最終的完成という形で進められてきた． 
15） 2017 年 9 月北谷町役場企画財政課の聞き取りよ
りおよび北谷町 2004『美浜タウンリゾート・アメ
リカンビレッジ完成報告書』．
16） 2017 年 9 月北谷町役場企画財政課の聞き取りよ
り．
17） ザ・ビーチタワー沖縄の延床面積 21,607 m2，客
室数 280 室，宿泊定員 866 名．
18） 当時の 2004 年まで．
19） 周辺市町村とは，西原町，沖縄市，浦添市（2 施
設），宜野湾市，北中城村のことである．
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